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高額療養費制度改悪の問題点











危機的な病院経営
その原因は？









病院経営悪化の要因

｢社会保障費を
高齢化の伸びの範囲内に」



｢社会保障費を
高齢化の伸びの範囲内に」

とは？



財務省 「２０２５年度予算編成における課題」より







どんどん下がる
2025年の国民医療費の予測値
1995年 141兆円
1997年 104兆円
2000年 81兆円
2008年 66～67兆円
2011年 60～61兆円
2018年 55，5兆円



高齢化が進むから
医療費抑制は仕方ないのか？



85歳以上の人口の推移年齢階級別の要介護認定率
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出典：2022年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2022年10月１日
人口（総務省統計局人口推計）から作成

歳

７５歳以上全体の認定率：３１．５％

８５歳以上全体の認定率：５７．７％

６５歳以上全体の認定率：１８．９％

各年齢階層別の認定率

（万人）

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
（令和５(2023)年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
2020年までの実績は、総務省統計局「国勢調査」（年齢不詳人口を按分補正した人口）

医療需要の変化④ 医療と介護の複合ニーズが一層高まる

○ 要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。
○ 2025年度以降、後期高齢者の増加は緩やかとなるが、85歳以上の人口は、2040年に向けて、引き続き増加が見
込まれており、医療と介護の複合ニーズを持つ者が一層多くなることが見込まれる。

令和６年３月29日新たな地域医療構想等に関する検討会資料（改） 令和6年8月26日第7回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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19厚生労働省資料より
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ニッセイ基礎研究所レポート 2024年12月号より 中嶋邦夫氏
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令和2年度版

厚生労働白書より



社会保障への支出（2019年対ＧＤＰ
比）

日本 22，9％ ドイツ 28，1％

フランス 31，4％ イタリア 28，7％

デンマーク 30，8％ 米国 24，1％



社会保障は経済！



826万人
（12%）

6,665万人

940万人程度
（14~15%程度）うち

医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

1,070万人程度
（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※１）

5,245万人

6,024万人
～（※１）

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数

経済成長と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人
（16%）

・ 改革により生産性が
向上し、
・ 医療・介護需要が
一定程度低下した場合

（参考）※３

改革後の就業者数

963万人

926万人
～

①多様な就労・社会参加

②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

③医療・福祉サービス改革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
５％（医師は７％）以上改善

※１ 総就業者数は独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」（2019年３月）による。総就業者数のうち、下の数値は経済成長と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケースを記載。
※２ 2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。
※３ 独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」は、2024年3月11日に新しい推計が公表されている。2024年3月推計では、成長実現・労働参加進展シナリオで、総就業者数は、2022年の6,724万人か

ら2040年に6,734万人と概ね横ばいであり、「医療・福祉」の就業者数は、2022年の897万人から2040年に1,106万人と増加する推計となっている。現時点では、『需要面から推計した医療福祉分野の就業者数』
を更新したデータはないため、比較には留意が必要。

○2040年には就業者数が大きく減少する中で、医療・福祉職種の人材は現在より多く必要となる。

マンパワー① 2025年以降、人材確保がますます課題となる
令和4年3月4日第８次医療計画等に関する検討会資料１（一部改）

※２

令和６年３月29日第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料（一部改）

年 年

令和６年9月30日第９回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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令和６年11月8日第11回新たな地域医療構想等に関する検討会資料



出典： より小池晃事務所作成 2025年 4月 21日 参議院予算委員会 日本共産党 小池 晃

物価高騰から暮らしを守
る緊急提案

消費税の廃止めざし、緊急に５％に引き下げて年１２万円の減税を。

インボイスは廃止に

――大企業・富裕層への減税・優遇をやめて消費税の緊急減税を

1

物価高に負けない賃上げを
――中小企業支援を抜本的に強化し、最低賃金をすみやかに時給１５００円に引き上げ、

１７００円をめざす

2

物価高騰による医療、介護の経営危機・提供基盤の崩壊を食いとめ、

ケア労働者の賃上げを

3



1．『高齢化の伸びの範囲内に抑制する』と
いう社会保障予算の目安対応の廃止

賃金上昇と物価高騰等を踏まえ、財政フレームを見直して目安対応

を廃止し、別次元の対応を求める。

2．診療報酬等について、賃金・物価の上昇
に応じて適切に対応する新たな仕組みの導入

医療業界でも他産業並みの賃上げができるよう、賃金・物価の上昇

を反映できる仕組みの導入を求める。

日本医師会 日本病院会 全日本病院協会など７団体



税金の集め方、使い方の
見直しが必要ではないか










